
社会福祉法人三活会 

特別養護老人ホーム緑の里（短期入所） 運営規程 

 

 

第１条（事業の目的） 

  この規程は、社会福祉法人三活会（以下「本会」という）が設置運営する介護予防短期入所生活

介護事業及び指定短期入所生活介護（以下「本事業」という）の運営及び利用について必要な事項

を定め、円滑な事業の運営を図ることを目的とする。 

 

第２条（運営方針） 

  利用者の心身の状況により、若しくはその家族の疾病、冠婚葬祭、出張等の理由により、又は利

用者の家族の身体的及び精神的負担の軽減等を図るために、一時的に居宅において日常生活を営

むのに支障がある者を対象に、本事業を提供するものとする。 

２ その利用者が可能な限り、その居宅において、その有する能力に応じ、日常生活を営むことが

できるよう、必要な日常生活上の介護予防及び日常動作訓練を行うことにより、利用者の社会的

孤立感の解消及び心身機能の維持並びに利用者の家族の身体的・精神的負担の軽減を図り、もっ

て利用者の生活機能の維持又は向上を目指すものとする。要介護状態になった場合においても同

様とする。 

３ 利用者の人権を尊重し、常に利用者の立場にたったサービスの提供に努める。 

４ 本事業を運営する場合にあたっては、地域との結びつきを重視し、市町村等保険者（以下「保険

者」という）、地域包括支援センター、居宅介護支援事業者、居宅サービス事業者、その他、保険・

医療・福祉サービスを提供するものとの緊密な連携に努める。 

 

第３条（事業所の名称） 

  名称及び所在地は、次のとおりとする。 

  （１）名 称  社会福祉法人三活会 特別養護老人ホーム緑の里 

  （２）所在地  福岡県糟屋郡粕屋町酒殿三丁目２２番１号 

 

第４条（職員の職種・員数） 

 事業に従事する職員は、特別養護老人ホームの職員と兼務するものとし、次の職員を次の員数

以上配置する。 

  （１）管 理 者   １名 

  （２）生活相談員   １名 

  （３）介護職員   ５名 

  （４）看護職員   １名 

  （５）管理栄養士または栄養士   １名 

  （６）調 理 員   １名 



  （７）事務員等   １名 

（８）医   師   １名 

 

第５条（職務内容） 

  本所に勤務する職員の職務内容は、次のとおりとする。 

  （１）管 理 者  本所に勤務する生活相談員・介護職員・看護職員・管理栄養士・調理員等

の従事者の管理、本事業の利用申込みに係る調整、業務の実施状況の把握、

その他の管理を行うとともに従事者にこの規程を遵守させるために必要な

指揮命令を行う。 

  （２）生活相談員  利用者の生活全般に関する事業計画の作成、身上調査、ケース記録及び生

活相談にあたる。 

  （３）介護職員  利用者の身上に係る相談及び介護にあたる 

  （４）看護職員  入所者の健康チェック、保健衛生に注意し看護にあたるとともに機能訓練

の指導を行う。 

  （５）管理栄養士  利用者の給食に係る献立の作成、栄養価の計算、調理の指導を行う。 

  （６）調 理 員  利用者の給食・調理を行う。 

  （７）事務員等  庶務並びに経理の事務処理を行う。 

  （８）医   師  利用者の健康診断及び医療処置を行う。 

 

第６条（営業日及び営業時間） 

 本事業の営業日及び営業時間は年中無休とする。 

 

第７条（利用定員） 

 本事業の利用定員は、１日最高１６名を限度とする。 

 

第８条（事業内容） 

  本事業の事業内容は、次のとおりとする。 

  （１）介護 

  （２）食事の提供 

  （３）機能訓練 

  （４）健康管理 

  （５）相談及び援助 

  （６）送迎 

  （７）その他 

 

第９条（利用料等） 

 法定代理受領サービスに該当する本事業を提供した際には、その利用者から利用料の一部とし

て、本事業に係る居宅介護サービス費用基準額又は居宅支援サービス費用基準額から本所に支払



われる居宅介護サービス費又は居宅支援サービス費の額を控除して得た額の支払を受けるものと

する。 

２ 法定代理受領サービスに該当しない本事業を提供した際に、その利用者から支払いを受ける利

用料の額と、本事業に係る居宅サービス費用基準額又は居宅支援サービス費用基準額との間に、

不合理な差額が生じないようにしなければならない。 

３ 前２項の支払いを受ける額のほか、次の各号に掲げる費用の額の支払いを利用者から受けるこ

とができる。（別表：料金表の通り） 

   ①送迎に要する費用（厚生労働大臣が別に定める場合を除く） 

   ②食費 

   ③居住費（滞在費） 

④理美容代 

   ⑤前各号に掲げるもののほか、本事業において提供される便宜のうち、日常生活においても

通常必要となるものに係る費用であって、その利用者に負担させることが適当と認められ

るもの。 

４ 前項の費用の額に係るサービスの提供にあたっては、あらかじめ、利用者又はその家族に対し、

該当サービスの内容及び費用について説明を行い、利用者の同意を得ることとする。 

 

第１０条（通常の送迎実施地域） 

  本事業の通常の送迎実施地域は、次のとおりとする。 

  （１）粕屋町 

  （２）志免町 

  （３）宇美町 

  （４）須恵町 

 

第１１条（サービス利用にあたっての留意事項） 

  利用者は、本事業の提供を受ける際に、次の事項について留意するものとする。 

（１）本所の従事者の指導又は指示に従い、団体生活の秩序を保ち、相互親和に努めなければな

らない。 

  （２）入所者は、管理者の許可なく施設の構造、設備を改造又は変更してはならない。 

（３）外来者と面接をする場合は、外来者との関係、用件、面会時間等を届けて、管理者の指示

する場所で行うこと。 

 

第１２条（運営内容・手続の説明及び同意） 

 本事業の提供の開始に際し、あらかじめ利用申込者又はその家族に対し、運営規程の概要、従事

者等の勤務体制、その他利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項を記した文

書の交付を行い、当該サービスの提供の開始について利用申込者の同意を得るものとする。 

 

第１３条（提供拒否の禁止） 



  本事業の利用申込みがされた場合は、正当な理由なく本事業の提供を拒んではならない。 

 

第１４条（提供困難時の対応） 

  通常の事業の実施地域等を勘案し、利用申込者に対し適切な介護サービスを提供することが困

難であると認めた場合は、当該利用者に係る地域包括支援センター、居宅介護支援事業者への連

絡、適当な他の介護予防短期入所生活介護事業者、指定短期入所生活介護事業者を紹介、その他

の必要な措置を行う。 

 

第１５条（受給資格等の確認） 

  本事業の提供を求められた場合は、その者の提示する被保険者証によって、被保険者資格、要

介護認定等の有無及び要介護認定の有効期間を確かめるものとする。 

２ 前項の被保険者証に認定審査会の意見が記載されている時は、当該認定審査会意見に配慮して、

本事業を提供するように努める。 

 

第１６条（要介護認定等の申請に係る援助） 

  本事業の提供に際し、要介護認定等を受けていない利用申込者については、要介護認定等の申

請が既に行われているか否かを確認し、申請が行われていない場合は、当該利用申込者の意向を

踏まえて当該申請が行われるよう必要な援助を行う。 

２ 居宅介護支援が利用者に対して行われていない等の場合であって必要と認めるときは、要介護

認定等の更新の申請が、遅くとも当該利用者が受けている要介護認定等の有効期間が終了する３

０日前になされるよう必要な援助を行う。 

 

第１７条（心身の状況等の把握） 

 本事業の提供にあたっては、利用者に係る地域包括支援センター及び居宅介護支援事業者が開

催するサービス担当者会議を通じて、利用者の心身の状況、その置かれている環境、他の保健・医

療サービス又は福祉サービスの利用状況等の把握に努める。 

 

第１８条（居宅介護支援事業者等との連携） 

 本事業を提供するにあたっては、居宅介護支援事業者、地域包括支援センター、その他、保健医

療サービス又は福祉サービスを提供するものとの連携に努める。 

２ 本事業の提供終了に際しては、利用者又はその家族に対して適切な指導を行うとともに、当該

利用者に係る地域包括支援センター及び居宅介護支援事業者に対する情報の提供及び保健医療サ

ービス又は福祉サービスを提供するものとの連携に努める。 

 

第１９条（法定代理受領サービスの提供を受けるための援助） 

  本事業の提供に際し、利用申込者が介護保険法施行規則第６４条の各号のいずれにも該当しな

いときは、当該利用申込者又はその家族に対し、居宅サービス計画の作成を居宅介護支援事業者

に依頼する旨を保険者に対して届け出ること等により、本事業の提供を法定代理受領サービスと



して受けることができる旨の説明及び地域包括支援センター及び居宅介護支援事業者に関する情

報の提供、その他の法定代理受領サービスを行うために必要な援助を行う。 

 

第２０条（居宅サービス計画に沿ったサービスの提供） 

  居宅サービス計画が作成されている場合は、当該計画に沿った本事業を提供する。 

 

第２１条（居宅介護サービス計画等の変更の援助） 

  利用者が居宅サービス計画の変更を希望する場合は、当該利用者に係る地域包括支援センター、

居宅介護支援事業者への連絡、その他の必要な援助を行う。 

 

第２２条（サービス提供の記録） 

  本事業を提供した際には、本事業の提供日及び内容、本事業について、利用者に代わって支払

いを受ける居宅介護サービス費又は居宅支援サービス費の額、その他必要な事項を利用者の居宅

サービス計画を記載した書面等に記載する。 

 

第２３条（保険給付の請求のための証明書の交付） 

 法定代理受領サービスに該当しない本事業に係る利用料の支払いを受けた場合には、提供した

本事業の内容、費用の額、その他必要と認められる事項を記載したサービス提供証明書を利用者

に交付する。 

 

第２４条（本事業の取扱方針） 

  本事業は、利用者の要介護状態等の軽減又は悪化の防止に資するよう、認知症の状態等、利用

者の心身の状況を踏まえて、日常生活に必要な援助を妥当適切に行うこととする。 

２ 本事業を行うにあたっては、相当期間以上にわたり継続して入所する利用者に対しては、次条

第１項に規程する介護予防短期入所生活介護計画及び短期入所生活介護計画に基づき、利用者の

機能訓練及びその者が日常生活を営む上で必要な援助を行うこととする。 

３ 本事業従事者は、本事業の提供にあたっては、懇切丁寧を旨とし、利用者又はその家族に対し、

サービスの提供方法等について、理解しやすいよう説明を行うこととする。 

４ 本所は、本事業の提供にあたって、当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するた

め緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他、利用者の行動を制限する行為は行わないこ

ととする。 

５ 緊急やむを得ない場合に身体的拘束等を行う場合は、利用者または家族に同意を書面にて得、

実行するものとする。また、身体的拘束等を行った場合、廃止に向け、記録を整備するものとす

る。 

６ 本所は、自らその提供する本事業の質の評価を行い、常にその改善を図ることとする。 

 

第２５条（介護予防短期入所生活介護計画及び短期入所生活介護計画の作成） 

  本事業所の管理者は、相当期間にわたり継続して入所することが予定されている利用者に対し



ては、利用者の心身の状況、希望及びその置かれている環境を踏まえて、本事業の提供の開始前

から終了後にいたるまでの利用者が利用するサービスの継続性に配慮して、他の本事業従事者と

協議の上、サービスの目標、当該目標を達成するための具体的サービスの内容等を記載した介護

予防短期入所生活介護計画及び短期入所生活介護計画を作成することとする。 

２ 本事業所の管理者は、介護予防短期入所生活介護計画及び短期入所生活介護計画を作成する場

合は、それぞれの利用者に応じた短期入所生活介護計画を作成し、利用者又はその家族に対し、

その内容等について説明することとする。 

３ 介護予防短期入所生活介護計画及び短期入所生活介護計画の作成にあたっては、既に居宅サー

ビス計画が作成されている場合は、当該計画の内容に沿って作成することとする。 

 

第２６条（介護） 

 介護にあたっては、利用者の心身の状況に応じ、利用者の自立の支援と日常生活の充実に資す

るよう、適切な技術をもって行うこととする。 

２ 本所は、１利用期間に１回以上、適切な方法により、利用者を入浴させ、又は清拭を行うことと

する。 

３ 本所は、利用者の心身の状況に応じ、適切な方法により、排泄の自立について必要な援助を行

うこととする。 

４ 本所は、おむつを使用せざるを得ない利用者のおむつを適切に取り替えることとする。 

５ 本所は、前各項に定めるほか、利用者に対し離床、着替え、整容、その他日常生活上の世話を適

切に行うこととする。 

６ 本所は、常時１人以上の介護職員を介護に従事させることとする。 

７ 本所は、その利用者に対して、利用者の負担により、本事業従事者以外の者による介護は受け

させないものとする。 

 

第２７条（食事の提供） 

 利用者の食事は、栄養並びに利用者の身体の状況及び嗜好を考慮したものとするとともに、適

切な時間に行うこととする。 

２ 利用者の食事は、その者の自立の支援に配慮し、できるだけ離床して食堂で行うよう努めるこ

ととする。 

 

第２８条（機能訓練） 

  本所は、利用者の心身の状況等を踏まえ、必要に応じて日常生活を送る上で必要な生活機能の

改善又は維持のための機能訓練を行うこととする。 

 

第２９条（健康管理） 

 本事業所の医師及び看護職員は、常に利用者の健康の状況に注意するとともに、健康保持のた

めの適切な措置をとることとする。 

２ 本事業所の医師は、利用者に対して行った健康管理に関し、その者の健康手帳の所用のページ



に必要な事項を記載することとする。ただし、健康手帳を有しない者については、この限りでは

ない。 

 

第３０条（相談及び援助） 

  本所は、常に利用者の心身の状況、その置かれている環境等の的確な把握に努め、利用者又は

その家族に対し、その相談に応じるとともに、必要な助言その他の援助を行うこととする。 

 

第３１条（その他のサービス提供） 

  本所は、教養娯楽設備・器具等を備えるほか、適宜利用者のためのレクリエーション事業を行

うこととする。 

２ 本所は、常に利用者の家族との連携を図るよう努めることとする。 

 

第３２条（利用者に関する保険者への通知） 

  本事業を受けている利用者が次の各号のいずれかに該当する場合には、遅滞なく、意見を付し

てその旨を保険者に通知する。 

（１）正当な理由なしに本事業の利用に関する指示に従わないことにより、要介護状態等の程度

を増進させたと認められるとき。 

 （２）偽りその他不正な行為によって保険給付を受け、又は受けようとしたとき。 

 

第３３条（掲示） 

  本所の見やすい場所に、運営規程の概要、従事者等の勤務の体制、その他利用申込者のサービ

スの選択に資すると認められる重要事項を掲示するものとする 

 

第３４条（秘密保持等） 

  本事業に従事する職員は、正当な理由なく、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を

他に漏らしてはならない。 

２ 本事業に従事した職員であった者が正当な理由なく、その業務上知り得た利用者又はその家族

の秘密を他に漏らすことがないよう必要な措置を講ずることとする。 

３ サービス担当者会議等において、利用者の個人情報を用いる場合は利用者の同意を、利用者の

家族の個人情報を用いる場合は当該家族の同意をあらかじめ文書により得るものとする。 

 

第３５条（苦情処理） 

  提供した本事業に係る利用者からの苦情に迅速勝適切に対応するために相談窓口を設置し、苦

情の内容を配慮して必要な措置を講じることとする。 

２ 提供した本事業に関し、保険者が行う文書、その他の物件の提出若しくは提示の求め、または

当該保険者の職員からの質問若しくは照会に応じ、及び利用者からの苦情に関して保険者が行う

調査に協力するとともに、保険者から指導又は助言を受けた場合においては、当該指導又は助言

に従って必要な改善を行うこととする。 



３ 提供した本事業に係る利用者からの苦情に関して国民健康保険団体連合会が行う調査に協力す

るとともに、国民健康団体連合会からの指導または助言を受けた場合は、当該指導または助言に

従って必要な改善を行うこととする。 

 

第３６条（事故発生時の対応） 

  利用者に対する本事業の提供により事故が発生した場合は保険者、当該利用者の家族、当該利

用者に係る居宅介護支援事業者等に連絡を行うともに、必要な措置を講じるものとする。 

２ 利用者に対する本事業に提供により賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行

うものとする。 

 

第３７条（緊急時等の対応） 

  本所の従事者は、現に本事業の提供を行っているときに利用者に病状の急変が生じた場合、そ

の他必要な場合は、速やかに主治の医師への連絡を行う等の必要な措置を講じるものとする。 

 

第３８条（非常災害対策） 

  非常災害に備えて、年２回定期的に避難、救出その他必要な訓練を行う。 

 

第３９条（勤務体制の確保等） 

  利用者に対し適切な本事業を提供できるよう、本所従事者の勤務の体制は、別途勤務指定表を

作成し、確保することとする。 

２ 本所従事者の資質の向上のため、研修の機会を確保することとする。 

 

第４０条（定員の遵守） 

 利用定員を超えて本事業の提供を行ってはならない。 

 

第４１条（衛生管理） 

  利用者の使用する施設設備、給食関係設備、その他の設備に対して衛生上必要な措置を講じる

ものとする。 

２ 本事業を提供する場所において感染症が発生、または蔓延しないよう必要な措置を講じるもの

とする。 

 

第４２条（記録の整備） 

  利用者に対する本事業の提供に関する記録で次の表の上欄に掲げるものを整備し、かつ、同欄

に掲げる区分に応じ、それぞれ同表の中欄に掲げる日から同表の下欄に掲げる期間保存するもの

とする。 

イ、介護予防短期入所生活介護計画または短期入所生活介護計

画 

ロ、提供した具体的なサービス内容等の記録 

サービスの提供に係

る保険給付支払の日 

５年 



イ、身体拘束等の態様及び時間、その際の利用者の心身の状況

並びに緊急やむを得ない理由の記録 

ロ、利用者が次のいずれかに該当する場合に行わなければなら

ない市町村への通知に係る記録 

（１）正当な理由なしにサービスの利用に関する指示に従わ

ないことにより、要介護状態の程度を増進させたと認め

られるとき。 

（２）偽りその他不正な行為によって保険給付を受け、又は

受けようとしたとき。 

ハ、利用者及びその家族からの苦情の内容等の記録 

ニ、利用者に対するサービスの提供により発生した事故の状況

及び事故に際して採った処置についての記録 

上欄の記録の完結日 ２年 

 

 

（附則） 

この規程は平成１６年４月１日から施行する。 

この規程は平成１７年１０月１日から施行する。 

この規程は平成１８年４月１日から施行する。 

この規程は平成１８年７月１日から改正施行する。 

この規程は平成２１年４月１日から改正施行する。 

この規程は平成２３年９月６日から改正施行する。 

この規程は平成２４年４月１日から改正施行する。 

この規程は平成２６年１月１日から改正施行する。 

この規程は平成２６年４月１日から改正施行する。 

この規程は平成２７年４月１日から改正施行する。 

この規程は平成３０年４月１日から改正施行する。 

この規程は令和１年１０月１日から改正施行する。 

この規程は令和１年１２月１日から改正施行する。 

この規程は令和３年４月１日から改正施行する。 

この規程は令和３年８月１日から改正施行する。 

この規程は令和４年１０月４日に改正し、１０月１日より朔及して施行する。 

この規程は令和５年７月１日から改正施行する。  

 

 

 

 

 

 



別表：利用料金表（運営規程第９条関係） 

 

（１）基本部分 

基本的には、下記のア～オにより算出された金額の合計をご負担いただきます。また、ア～エに

つきましては介護保険１割負担の金額を記載しておりますので、ご利用者様の負担割合により金

額が変わることもあります。 

ア、基本サービス費（1日あたりの単価） 

要支援１ 要支援２ 

４４６円 ５５５円 

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 

５９６円 ６６５円 ７３７円 ８０６円 ８７４円 

イ、加算① ・・・ 職員配置状況やご利用者様の状況に応じて算定します。 

 加算名 金 額 

生活機能向上連携加算（Ⅰ） １００円/月 

生活機能向上連携加算（Ⅱ） ２００円/月 

機能訓練体制加算 １２円/日 

看護体制加算（Ⅰ） ４円/日 

看護体制加算（Ⅱ） ８円/日 

看護体制加算（Ⅲ）イ １２円/日 

看護体制加算（Ⅳ）イ ２３円/日 

夜勤職員配置加算（Ⅰ） １３円/日 

認知症行動・心理症状緊急対応加算 ２００円/日 

若年性認知症利用者受入加算 １２０円/日 

療養食加算 ８円/回 

在宅中重度者受入加算 看護体制加算（Ⅰ）算定かつ（Ⅱ）非算定 ４２１円/日 

看護体制加算（Ⅱ）算定かつ（Ⅰ）非算定 ４１７円/日 

看護体制加算（Ⅰ）（Ⅱ）ともに算定 ４１３円/日 

看護体制加算（Ⅰ）（Ⅱ）ともに非算定 ４２５円/日 

認知症専門ケア加算（Ⅰ） ３円/日 

認知症専門ケア加算（Ⅱ） ４円/日 

緊急短期入所受入加算 ９０円/日 

サービス提供体制強化加算(Ⅰ) ２２円/日 

サービス提供体制強化加算(Ⅱ) １８円/日 

サービス提供体制強化加算(Ⅲ) ６円/日 

送迎加算 １８４円/回 

 

 



ウ、加算② 

名称 金額 

介護職員処遇改善加算(Ⅰ) 総単位数（上記ア＋イ）に８３/１０００を乗じた金額 

※「介護職員処遇改善加算」とは、介護職員の処遇改善（給与）に充てる加算です。 

エ、加算③ 

名称 金額 

介護職員等特定処遇改善加算

(Ⅰ) 
総単位数（上記ア＋イ）に２７/１０００を乗じた金額 

介護職員等特定処遇改善加算

(Ⅱ) 
総単位数（上記ア＋イ）に２３/１０００を乗じた金額 

※「介護職員等特定処遇改善加算」とは、介護職員等の処遇改善（給与）に充てる加算です。 

  ※サービス提供体制強化加算の算定区分により、当該加算の区分も変わります。 

オ、加算④ 

名称 金額 

介護職員等ベースアップ等支援加算 総単位数（上記ア＋イ）に１６/１０００を乗じた金額 

※「介護職員等ベースアップ等支援加算」とは、介護職員等の処遇改善（給与）に充て 

る加算です。 

カ、加算⑤  

名称 金額 

地域区分 総単位数（上記ア＋イ＋ウ＋エ）に３３/１０００を乗じた金額 

※当事業所は地域区分「６級地」に該当します。 

キ、居住費及び食費（１日あたりの単価） 

 
居住費 

食費 
従来型個室 多床室 

第４段階(標準) １，１７１円 ８５５円 １，６００円 

第 ３ 段 階 ② ８２０円 ３７０円 １，３００円 

第 ３ 段 階 ① ８２０円 ３７０円 １，０００円 

第 ２ 段 階 ４２０円 ３７０円 ６００円 

第 １ 段 階 ３２０円 ０円 ３００円 

※収入や世帯状況に応じた減額制度です。担当者または保険者にご相談ください。 

※食費は、３食分の合計金額です。（朝食３００円、昼食７００円、夕食６００円） 

 

（２）その他の料金 

送 迎 費 通常の送迎実施地域以外で、実走行距離が片道１０ｋｍを超える場合

は、（１）イの送迎加算とは別に、別途料金をいただきます。片道１０

ｋｍ以上１５ｋｍ以内は片道４００円、片道１５ｋｍを超える場合は、

１ｋｍにつき片道３０円を別途いただきます。 



特 別 食 ご利用者様の都合により、通常提供する食事と異なる内容の物を希望

される場合は、その実費をいただきます。 

日用品費 箱ティッシュ等、個人で特別に使用される物についてはその実費をい

ただきます。 

携帯電話使用料 事業所の許可を得て、携帯電話等を使用する場合、携帯電話の充電に伴

う電気料金として、１月につき２００円、１月に満たない場合は、１日

につき１０円を徴収します。 

テレビ使用料 貸出しの場合（貸出し及び電気料として） … １００円/１日 

持ち込みの場合（電気料金として）    …  ５０円/１日 

※貸出しの台数には限りがございますので、在庫が無い場合は貸し出

しができません。 

そ の 他 レクリエーション費用、買物サービス費用、所持品預かり・保管等の費

用を徴収することがあります。 

ご利用者様が救急搬送される場合において、職員が救急車へ添乗した

場合は、職員が搬送先から事業所まで戻るのに要する交通費を負担し

ていただきます。 

 


